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   参考資料の配付について 

 

 このことについて，令和３年４月２６日に「北海道新幹線並行在来線

対策協議会 第８回渡島ブロック会議」が開催されましたので，関係資

料を配付いたします。 

 

記 

 

〇 配付資料 
 

・ 函館線（函館・小樽間）旅客流動調査・将来需要予測 

・収支予測調査結果について（概要）････････････････ 別添１ 
 

 【第８回渡島ブロック会議配付資料】 
 

・ 函館線（函館・小樽間）旅客流動調査・将来需要予測 

・収支予測調査結果概要について【渡島ブロック】････ 別添２ 
 

 ・ 今後の検討スケジュール【渡島ブロック】（案）･･････ 別添３ 
 

 ・ 函館線（函館・小樽間）のあり方の検討について 

【函館・長万部間（渡島ブロック）】････････････････ 別添４ 

 

 

 

                      函館市企画部計画推進室政策推進課  

TEL：0138-21-3682 FAX：0138-23-7604   



 

 

 （令和３年４月２６日 函館市企画部調製） 

○函館線（函館・小樽間）旅客流動調査・将来需要予測 

・収支予測調査結果について（概要）  

 
１ 調査結果  

【函館・長万部間の交通モード別の初期投資および 30 年間の収支】 

※北海道新幹線並行在来線対策協議会 第８回渡島ブロック会議資料抜粋 
     （単位：億円） 

    初期投資 
単年度収支 

30 年累計 
2030 年度 2040 年度 

第三セクター鉄道 

（函館～長万部） 

収入 - 48.9 47.4 1,403.2 

費用 317.3 67.7 67.7 2,347.4 

収支 ▲ 317.3 ▲ 18.8 ▲ 20.3 ▲ 944.2 

バス運行 

（函館～長万部） 

収入 - 8.4 7.0 193.4 

費用 36.6 10.9 8.9 323.8 

収支 ▲ 36.6 ▲ 2.5 ▲ 2.0 ▲ 130.4 

鉄道（函館～新函館北斗） 

＋ 

バス（新函館北斗～長万部） 

収入 - 16.9 15.3 441.0 

費用 160.9 28.4 28.1 1,006.5 

収支 ▲ 160.9 ▲ 11.5 ▲ 12.8 ▲ 565.4 

※30 年累計は初期投資および単年度収支の合計であり，減価償却等は考慮していない。 

※国・道などのバス補助は考慮していない。 

※四捨五入の関係で，合計が一致しない場合がある。 

 

 

２ 調査結果を踏まえた今後の対応について 

  本調査結果は一定の条件設定のもとに算出されたものであるが，試算の詳細や根拠・ 

札幌延伸後の利用見込みなどを今後精査し，北海道新幹線並行在来線対策協議会を  

通じて協議を進めていきたい。 
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函館線（函館・小樽間）旅客流動調査・将来需要予測・収支予測調査 

結果概要について【渡島ブロック】 

 

１ 調査の目的 

  2030 年度末に予定されている北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）の開業に伴い、ＪＲ

北海道から経営分離される函館線（函館・小樽間）について、将来の需要、収支の予測を行

い、経営分離後における公共交通機関の確保方策を検討する基礎資料とする。 

 

２ 調査の内容 

  函館線（函館・小樽間、営業キロ 287.742km、50 駅）について、函館・長万部間、長万

部・小樽間の区間ごとに次の調査を実施した。 

 (1) 旅客流動調査 

   通勤定期及び通学定期の流動については、ＪＲ北海道による 2018 年度の定期券月平均

発売枚数から、定期外の流動については、ＪＲ北海道による 2018 年度線区情報（駅別乗

車人員、列車別乗車人員、駅間通過人員）及び函館線（函館・小樽間）の旅客流動調査

（平成 23 年度、北海道）から、2018 年度ＯＤ表を作成した。 

   ※ＯＤ：Origin（出発地、本調査では乗車駅）と Destination（到着地、同降車駅） 

 (2) 将来需要予測調査 

   旅客流動調査の結果をもとに、次の事項を考慮の上、新幹線開業（2030 年度）後 30 年

間の将来需要を予測した。 

  ・新幹線開業に伴う新幹線から在来線の乗換［函館・新函館北斗間］ 

・特急列車から在来線への転移［函館・長万部間］ 

  ・新幹線開業に伴う時間短縮効果による在来線から新幹線への転移［長万部・小樽間］ 

  ・将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所による推計） 

 (3) 収支予測調査 

  ① 第三セクター鉄道調査 

    ＪＲから経営分離される区間について、第三セクター鉄道会社が運行を引き継いだ場

合の初期投資及び開業後 30 年の収支を推計した。 

  ② バス転換調査 

    ＪＲから経営分離される区間について、鉄道の運行を行わず、バスによる運行を行う

場合の初期投資及び開業後 30 年の収支を推計した。 

    バス転換調査では、鉄道の需要が全てバスに移行すると仮定して収支の試算を行った。 

  ③ 交通モードの比較 

    収支予測調査は、函館・長万部間、長万部・小樽間の区間ごとにおける利用者の状況

などを踏まえ、次の３パターンで推計を行った。 

区間 
①第三セクター

鉄道 
②バス転換 

③三セク＋バス転換 

三セク バス 

函館線 

(函館･長万部間) 
函館～長万部 函館～長万部 

函館～ 

新函館北斗 

新函館北斗 

～長万部 

函館線 

(長万部･小樽間) 
長万部～小樽 長万部～小樽 余市～小樽 長万部～余市 

   ※輸送密度等を考慮し、「第三セクター鉄道運行＋バス運行」区間を設定 
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３ 調査の結果（函館・長万部間） 

 (1) 旅客流動調査 

○ 函館線（函館・長万部間）の普通列車の一日あたりの乗車人員は約 7,000 人。 

  輸送密度は 685 人で、函館・新函館北斗間が 4,261 人と多く、新函館北斗・長万

部間は 191 人と少ない。 

○ 券種別の乗車人員では、定期券の利用が約４割と、沿線住民の通勤・通学の移動

手段として利用されている。駅別では、新幹線との乗り継ぎが多い新函館北斗は、

定期外が９割以上を占めている。 

○ 駅別の乗車人員では、始発駅となる函館（2,408 人）が最も多く、乗継駅となる新

函館北斗（1,285 人）や、通勤・通学利用では五稜郭(1,269 人)、森（268 人）、八雲

（135 人）、鹿部（96 人）が多い。 

○ ＯＤ表によると、鹿部や森からの乗車は函館市への移動が多く、八雲からの乗車

は町内の移動が多い。長万部からの移動は八雲が多い。 

 

【区間別の乗車人員と輸送密度（2018 年度）】 

 函館～長万部 函館～新函館北斗 新函館北斗～長万部 

営業キロ 147.6km 17.9km 129.7km 

乗車人員 6,968.4 人 6,098.1 人 870.3 人 

輸送密度 685 人/日 4,261 人/日 191 人/日 

  ※輸送密度：旅客営業 1km あたりの 1 日平均輸送人員を示す指標。利用者の乗車距離が加味され

るため、乗車人員に比べ、対象区間の輸送の実態を表すのに適している。 

 

【券種別の乗車人員と輸送密度（函館～長万部）（2018 年度）】 

 定期 定期外 

普通券･回数券等  通勤定期 通学定期 

乗車人員 2,577.1 人(37.0%) 922.8 人(13.2%) 1,654.3人(23.7%) 4,391.3 人(63.0%) 

輸送密度 243 人/日 58 人/日 189 人/日 439 人/日 

 

【駅別乗車人員（2018 年度）】                  （単位：人/日） 

 

※ 乗車人員が１０人以上の駅のみを抜粋。 
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【ＯＤ表（2018 年度）】                       （単位：人/日） 

 

※黄色は、１０人以上の利用がある区間。オレンジ色は、１００人以上の利用がある区間。 

 

(2) 将来需要予測調査 

○ 新幹線開業に伴い、例えば函館から札幌に行く場合の移動は、従来の特急列車か

ら、函館・新函館北斗間は在来線（現:はこだてライナー）を利用し、新函館北斗・

札幌間は新幹線に乗り換えることが見込まれ、また、函館・大沼公園間や函館・森

間の特急列車の利用者は、新幹線ではなく在来線に転移すると見込まれることから、

在来線の利用者が増加する。 

○ 新幹線開業に伴い特急列車から在来線への転移によって輸送密度は増加するが、

人口減少の影響により、その後は減少していくと予測される。 

 

【将来の輸送密度の推移】                     （単位：人/日） 

 2018 年度 

(H30 年度) 

特急からの

転移を考慮 

2030 年度 

(R12 年度) 

2040 年度 

(R22 年度) 

2060 年度 

(R42 年度) 

函館～長万部  685 1,058  850  691  431 

 函館～新函館北斗 4,261 6,739 5,592 4,640 2,963 

 新函館北斗～長万部  191  274  195  146   81 

   ※「特急からの転移を考慮」は、札幌・函館間、函館・大沼公園間、函館・森間などの利用につ

いて、新幹線開業後は特急列車から第三セクター鉄道に転移が発生すると見込まれるため、

2018 年度の輸送密度を補正した数値。 

   ※新幹線開業による新規誘発効果は考慮していない。 

　　　　　　降
　　　　　　車
　　　　　　駅

乗車駅

函
館

五
稜
郭

桔
梗

大
中
山

七
飯

新
函
館
北
斗

仁
山

大
沼

大
沼
公
園

赤
井
川

駒

ヶ
岳

池
田
園

流
山
温
泉

銚
子
口

鹿
部

渡
島
沼
尻

渡
島
砂
原

掛
澗

尾
白
内

東
森

森
石
谷

本
石
倉

石
倉

落
部

野
田
生

山
越

八
雲

山
崎

黒
岩

国
縫

中
ノ
沢

長
万
部

合
計

函館 705 235 98 346 886 4 14 31 1 8 1 36 3 1 1 2 34 0 1 2408

五稜郭 723 53 24 72 352 2 1 1 1 1 18 2 2 14 1 2 1 1269

桔梗 285 71 15 21 3 4 4 1 2 5 411

大中山 98 34 4 7 1 1 4 148

七飯 376 102 41 3 2 2 8 23 1 1 10 12 1 581

新函館北斗 820 450 3 1 7 0 1 2 2 1285

仁山 5 1 3 0 9

大沼 22 2 4 1 8 7 3 48

大沼公園 55 9 2 2 15 0 83

赤井川

駒ヶ岳 2 2

池田園 8 1 1 9

流山温泉 1 1

銚子口 1 1 2

鹿部 41 19 1 10 1 0 24 96
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渡島砂原 3 4 12 20

掛澗 4 16 2 22

尾白内 2 6 5 2 15

東森 2 3 3 1 1 9
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 (3) 収支予測調査 

  ①第三セクター鉄道調査 

○ 函館・長万部間の初期投資は約 317 億円、函館・新函館北斗間では約 148 億円が

必要になると見込まれ、その約６割をＪＲからの資産譲渡が占めている。 

○ 単年度の収支では、函館・長万部間が 18～20 億円、函館・新函館北斗間が約 10 億

円の欠損が発生すると見込まれる。 

○ 函館・長万部間における開業初年度（2030 年度）収支内訳では、運輸収入が 8.5

億円に対し、線路使用料が 40 億円と収入の８割を線路使用料が占めている。 

○ 線路使用料の算出に使用する線路等の使用割合は、五稜郭・長万部間で貨物が９

割以上を占めているが、旅客のみが使用する設備（駅、車両、パンタグラフなど）に

かかる経費は線路使用料の対象とはならない。 

 

【参考】線路使用料・貨物調整金について 

 貨物列車（ＪＲ貨物）が他社の線路上を走行する場合、線路使用料を支払って運行する。

線路使用料は、旅客と貨物が共同で使用する設備等に係る経費について、「線路等の使用割

合」に応じて算出される。 

 ＪＲ貨物がＪＲ旅客会社（ＪＲ北海道など）に支払う線路使用料と、並行在来線事業者

（道南いさりび鉄道など）に支払う線路使用料では算定方法が異なり、差額相当分は「貨

物調整金」として、鉄道・運輸機構からＪＲ貨物に交付されている。なお、貨物調整金は、

平成 27 年の政府･与党申合せにおいて、2031 年度以降は新制度に移行するとされている。 

 

【線路等の使用割合（線路使用料の算定に使われる割合）】 

※車両キロ：列車の総走行キロ。営業キロに車両運行回数、車両数を乗じたもの。 

 換算車両キロ：車両キロに、重量 10 トンを１両として計算した値を乗じたもの。 

 パンタキロ：列車キロにパンタグラフ数を乗じたもの。電車又は電気機関車のみ使用する。 

 五稜郭～長万部 五稜郭～新函館北斗 

旅客 貨物 旅客 貨物 

車両キロ 4.4％ 95.6％ 16.6％ 83.4％ 

換算車両キロ 4.4％ 95.6％ 16.7％ 83.3％ 

パンタキロ 100％ 0％ 100％ 0％ 

 

 【収支予測の前提条件】 

 函館～長万部 函館～新函館北斗 

運行計画 現行の鉄道ダイヤと同等とし、函館・新函館北斗

間は 2030 年度の輸送量を賄える本数と想定。 

函館～長万部：２時間に１往復 

函館～森：２時間に１往復 

函館～新函館北斗：１時間に２往復 

（函館～新函館北斗は合計で１時間に３往復） 

2030 年度の輸送量を賄

える運行本数と想定。 

函館～新函館北斗： 

１時間に３往復 

 

車両数 30 両（電車 12 両、気動車 18 両） 

ＪＲからの有償譲渡 26 両(電車 12 両、気動車 14 両) 

新車購入     ４両(気動車 4 両) 

15 両（電車 15 両） 

ＪＲからの有償譲渡 12 両 

新車購入       3 両 

※資産や車両の譲渡などについて、ＪＲとの調整は行っていない。 
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 【初期投資及び 30 年間の収支】                   （単位：百万円） 

  初期投資 
単年度収支 

30 年累計 
2030 年度 2040 年度 

函館～長万部 

収入 - 4,888 4,736 140,319 

費用 31,726 6,767 6,767 234,736 

収支 ▲ 31,726 
▲ 1,879 

(▲ 5,920) 

▲ 2,031 

(▲ 6,066) 

▲ 94,417 

(▲ 215,401) 

 函館～新函館北斗 

収入 - 1,542 1,413 40,809 

費用 14,799 2,481 2,481 89,229 

収支 ▲ 14,799 
▲ 939 

(▲ 1,730) 

▲ 1,068 

(▲ 1,854) 

▲ 48,421 

(▲ 71,911) 

   ※収支の（ ）は線路使用料を除いた数字。 

   ※30 年累計は初期投資及び単年度収支の合計であり、減価償却等は考慮していない。 

 【初期投資の内訳】                        （単位：百万円） 

 函館～長万部 函館～新函館北斗 備考 

ＪＲ資産譲渡 18,000 10,215 土地・建物等の JR からの有償譲渡 

車両 6,273 2,340 有償譲渡(函･長 26､函･新 12)、 

新規(函･長 4､函･新 3) 

その他設備 2,639 401 三セク移行に必要な設備改修等（駅の旅客用

設備整備、保守用設備等の切替） 

大規模補修 2,300 279 橋･トンネル等土木構造物の補修(20 年間分) 

開業準備費 2,514 1,564 開業前人件費、一般管理費等 

合計 31,726 14,799  

※ＪＲ資産譲渡には、特急列車の運行のために必要な土地・建物・鉄道資産も含まれている。 

【開業初年度（2030 年度）収支の内訳】               （単位：百万円） 

 函館～長万部 函館～新函館北斗 備考 

運輸収入 747 662 運賃収入 

運輸雑収入 99 88 広告収入、駅構内営業料等 

運輸収入計（Ａ） 846 750  

線路使用料（Ｂ） 4,041 792 貨物列車走行による使用料 

収入計（Ａ＋Ｂ） 4,888 1,542  

人件費 2,679 1,598 駅･運転･保守等(函･長 523 人,新･長 312 人) 

線路保存費 2,006 244 線路の保守管理 

電路保存費 1,362 166 電気設備の保守管理 

車両保存費 132 98 車両の保守管理 

運転費 173 107 列車の運転に要する費用 

運輸費 138 110 駅等の業務に要する費用 

管理費 262 156  

土木構造物維持費用の増加 15 2 施設老朽化に伴う各種保存費の増加分 

営業経費（Ｃ） 6,767 2,481  

収支（Ａ＋Ｂ－Ｃ） ▲ 1,879 ▲ 939  

線路使用料を含まない収支 (▲ 5,920) (▲ 1,730) （Ａ－Ｃ） 

   ※四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。 
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 ②バス転換調査 

○ 函館・長万部間の初期投資は約 37 億円、新函館北斗・長万部間では約 13 億円が

必要になると見込まれ、その約８割を車両費（バス購入費）が占めている。 

○ 単年度の収支は、函館・長万部間、新函館北斗・長万部間ともに約２億円の欠損

が発生すると見込まれる。 

○ 函館・長万部間における開業初年度（2030 年度）の収支内訳では、運輸収入が 8.4

億円であるのに対し、走行経費は 10.9 億円であり、運輸収入が走行経費の約８割に

留まっている。 

 

 【収支予測の前提条件】 

 函館～長万部、新函館北斗～長万部 

需要量 鉄道の需要が全てバスに移行すると仮定。 

運賃 鉄道の運賃と並走するバス事業者の運賃を比較し、鉄道の 1.1 倍と仮定。 

運行ルート 函館線（函館・長万部間）の各駅付近を経由すると仮定。 

運行本数 運行本数は、現状のＪＲのダイヤと同等とし、乗客がバス 1 台の定員を

超える場合は同時に複数台のバスを運行すると仮定。 

車両 ＩＣカード対応ノンステップバスの新車を購入すると仮定。 

台数は、函館・長万部間は１０１台、新函館北斗・長万部間は３４台。 

  ※運行計画（運行ルート、運行本数）は、既存のバス路線との重複は考慮していない。 

また、運転手の確保を含め、バス事業者との調整は行っていない。 

 

【初期投資及び 30 年間の収支】                 （単位：百万円） 

  初期投資 
単年度収支 

30 年累計 
2030 年度 2040 年度 

函館～長万部 

収入 - 844 695 19,340 

費用 3,658 1,090 891 32,378 

収支 ▲ 3,658 ▲ 246 ▲ 196 ▲ 13,038 

 新函館北斗～長万部 

収入 - 152 119 3,294 

費用 1,288 359 327 11,418 

収支 ▲ 1,288 ▲ 207 ▲ 208 ▲ 8,124 

   ※30 年累計は初期投資及び単年度収支の合計であり、減価償却等は考慮していない。 

   ※国・道などのバス補助は考慮していない。 

 

 【初期投資の内訳】                       （単位：百万円） 

 函館～長万部 新函館北斗～長万部 備考 

車両費 3,030 1,020 新規購入(函･長 101 台、新･長 34 台) 

営業所整備費 516 222 バス車両数増加に伴う営業所の改修 

開業費 30 17 研修費、販売窓口等整備費 

諸税 81 29 自動車取得税等 

合計 3,658 1,288  

   ※四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。 
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【開業初年度（2030 年度）収支の内訳】               （単位：百万円） 

 函館～長万部 新函館北斗～長万部 備考 

運賃収入（Ａ） 844 152  

人件費 629 207 運転手の人件費等 

燃料油脂費 120 40 燃料費等 

車両修繕費 89 29 車両の修繕費等 

利子 1 0  

諸経費 251 83 固定資産税、保険料等 

走行経費（Ｂ） 1,090 359  

Ａ－Ｂ ▲ 246 ▲ 207   

 

 

 

 ③三セク＋バス転換（函館・新函館北斗間：鉄道運行、新函館北斗・長万部間：バス転換） 

○ 将来需要予測調査によると、函館・新函館北斗間は、新幹線開業時に１日あたり

約 5,600 人が利用することから、函館・新函館北斗間を第三セクター鉄道として運

行し、新函館北斗・長万部間をバス運行した場合について、収支の予測を行った。 

○ 函館・長万部間の初期投資は約 161 億円で、単年度の収支は、約 12億円の欠損が

発生することが見込まれる。 

○ 函館・長万部間における開業初年度（2030 年度）の収支内訳では、収入が約 17億

円であるのに対し、費用は約 28 億円であり、収入が費用の約６割に留まっている。 

 

 

 【初期投資及び 30 年間の収支】                  （単位：百万円） 

  初期投資 
単年度収支 

30 年累計 
2030 年度 2040 年度 

鉄道 

（函館～新函館北斗） 

収入 - 1,542 1,413 40,809 

費用 14,799 2,481 2,481 89,229 

収支 ▲ 14,799 
▲ 939 

(▲ 1,730) 

▲ 1,068 

(▲ 1,854) 

▲ 48,421 

(▲ 71,911) 

バス 

（新函館北斗～長万部） 

収入 - 152 119 3,294 

費用 1,288 359 327 11,418 

収支 ▲ 1,288 ▲ 207 ▲ 208 ▲ 8,124 

鉄道(函館～新函館北斗) 

＋ 

バス(新函館北斗～長万部) 

収入 - 1,694 1,532 44,103 

費用 16,087 2,840 2,808 100,647 

収支 ▲ 16,087 
▲ 1,146 

(▲ 1,937) 

▲ 1,276 

(▲ 2,062) 

▲ 56,545 

(▲ 80,035) 

   ※収支の（ ）は線路使用料を除いた数字。 

   ※30 年累計は初期投資及び単年度収支の合計であり、減価償却等は考慮していない。 

   ※国・道などのバス補助は考慮していない。 

   ※四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。 
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４ 地域交通の確保方策の検討 

○ 今回の調査結果を踏まえ、「函館・長万部間を第三セクター鉄道として運行」した

場合、「函館・長万部間をバス運行」した場合、「函館・新函館北斗間を第三セクター

鉄道として運行し、新函館北斗・長万部間をバス転換」した場合の３つのパターン

の確保方策について、今後、地域における議論を進めていく。 

 

【函館・長万部間の交通モード別の初期投資及び 30 年間の収支】    （単位：百万円） 

  初期投資 
単年度収支 

30 年累計 
2030 年度 2040 年度 

第三セクター鉄道 

収入 - 4,888 4,736 140,319 

費用 31,726 6,767 6,767 234,736 

収支 ▲ 31,726 
▲ 1,879 

(▲ 5,920) 

▲ 2,031 

(▲ 6,066) 

▲ 94,417 

(▲ 215,401) 

バス運行 

収入 - 844 695 19,340 

費用 3,658 1,090 891 32,378 

収支 ▲ 3,658 ▲ 246 ▲ 196 ▲ 13,038 

鉄道(函館～新函館北斗) 

＋ 

バス(新函館北斗～長万部) 

収入 - 1,694 1,532 44,103 

費用 16,087 2,840 2,808 100,647 

収支 ▲ 16,087 
▲ 1,146 

(▲ 1,937) 

▲ 1,276 

(▲ 2,062) 

▲ 56,545 

(▲ 80,035) 

   ※収支の（ ）は線路使用料を除いた数字。 

   ※30 年累計は初期投資及び単年度収支の合計であり、減価償却等は考慮していない。 

   ※国・道などのバス補助は考慮していない。 

   ※四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。 
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1

函館線（函館・小樽間）のあり方の検討について
【函館・長万部間（渡島ブロック）】

参考資料

111511
テキストボックス
別添4

111511
テキストボックス

111511
テキストボックス
（渡島ブロック会議配付資料）
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並行在来線（函館・小樽間）について

【並行在来線とは】

並行在来線とは、整備新幹線区間を並行する形で運行する在来線
鉄道のこと。

国が定めた「整備新幹線の整備に関する基本方針」では、新幹線
の着工条件として、並行在来線をＪＲの経営から分離することにつ
いて、沿線自治体の同意を得ることとされた。

並行在来線は、沿線全ての道府県及び市町村から同意を得た上
で、整備新幹線の開業時に経営分離されることとなっている。

【並行在来線（函館・小樽間）の経緯】

2012年4月 ＪＲ北海道が函館線（函館・小樽間）の経営分離を

前提として新幹線（新函館北斗・札幌間）建設に同意

2012年5月 道・沿線１５市町が函館線（函館・小樽間）のＪＲ北海道

からの経営分離について同意

2012年6月 北海道新幹線 新函館北斗～札幌間 工事実施計画認可

2012年9月 北海道新幹線並行在来線対策協議会設立

（新幹線札幌開業の５年前までに方向性を決定することを合意）

2019年7月 北海道新幹線並行在来線対策協議会ブロック会議

（「５年前」にとらわれず、方向性決定時期の前倒しを目指すことを確認）
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函館線（函館・長万部間）の交通機関（広域路線）の現状
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函館線（函館・長万部間）の現状

【函館～長万部の輸送密度】
ＪＲデータによる。

2019年度
（令和元年度）

函館～長万部
（特急列車を含む）

3,650

函館～長万部
（特急列車を含まない）

685

(単位：人/日･km)

【ＪＲ北海道の収支状況（特急列車を含む）】 (単位：億円)

2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

2019年度
（令和元年度）

収入 47.0 49.2 47.2 44.9 43.1

費用 96.7 105.0 109.3 110.9 110.8

収支 ▲ 49.7 ▲ 55.9 ▲ 62.2 ▲ 66.0 ▲ 67.7

５年計

▲301.4

諸税

その他
(管理費など)

減価償却費

施設の維持や
修繕等に係る
費用

車両の維持や
修繕等に係る
費用

輸送に直接
必要な費用

（令和元年度の収支状況(内訳)）

(単位：百万円)



平成30年
2018年

令和12年
2030年

令和22年
2040年

令和32年
2050年

令和42年
2060年

函館市 256,268 215,148 179,807 146,719 116,709

北斗市 44,940 38,388 32,362 26,248 20,378

七飯町 27,585 24,696 21,466 18,002 14,789

鹿部町 4,039 3,272 2,623 2,005 1,525

森町 14,861 10,839 7,970 5,653 3,853

八雲町 16,261 12,446 9,535 6,975 5,078

長万部町 5,480 4,033 3,139 2,468 1,907

函館・長万部 369,433 308,822 256,902 208,070 164,239

(2018年を100とした比率) 100 84 70 56 44

函館線（函館・長万部間）沿線の人口の見通し

【市町村別将来推計人口】

【沿線の将来推計人口の推移】

※2015年は国勢調査、2020～2045年は社人研H30(2019)年推計、
2018年は2015国勢調査と2020推計から直線補間（トーニチコンサルタントによる推計）、
2050～2060は、社人研推計準拠による推計又はトーニチコンサルタントによる推計

(単位：人)
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函館線（函館・小樽間）旅客流動調査・将来需要予測・収支予測調査について

１ 旅客流動調査

３ 収支予測調査
区 間 第三セクター鉄道 バス

函館～長万部

１ 函館～長万部 －

２ － 函館～長万部

３ 函館～新函館北斗 新函館北斗～長万部

長万部～小樽

１ 長万部～小樽 －

２ － 長万部～小樽

３ 余市～小樽 長万部～余市

6

＜収支予測における運行パターン＞

調査の目的
北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）の開業に伴い、

JR北海道から経営分離される函館線（函館・小樽間）

について、経営分離後における公共交通機関の確保方策を

検討する基礎資料とする。

調査の内容
函館線（函館～小樽）について、次の３つの調査を実施。

１ 旅客流動調査

２ 将来需要予測調査

３ 収支予測調査（第三セクター鉄道調査、バス転換調査）

2018年度の旅客の流動を調査。
○通勤定期・通学定期

ＪＲ北海道による2018年度の定期券月平均発売枚数による。
○定期外（通常のきっぷ等）

ＪＲ北海道による2018年度線区情報（駅別乗車人員、列車別
乗車人員、駅間通過人員）及び函館線（函館・小樽間）の旅客
流動調査（2011年度、北海道）にょる。

① 第三セクター鉄道調査
第三セクター鉄道会社が運行を引き継いだ場合の初期投資

及び開業後30年の収支を推計。

② バス転換調査
鉄道の運行を行わず、バスによる運行を行う場合の初期投

資及び開業後30年の収支を推計。
※鉄道の需要が全てバスに移行すると仮定して試算。

③ 交通モードの比較
収支予測調査は右の３パターンで収支を推計。

２ 将来需要予測調査
旅客流動調査の結果をもとに、次の事項を考慮の上、新幹線

開業（2030年度）後30年間の将来需要を予測。
・新幹線開業に伴う新幹線から在来線（三セク）の乗換

［函館・新函館北斗間］
・特急列車から在来線（三セク）への転移［函館・長万部間］
・新幹線開業に伴う時間短縮効果による在来線から新幹線への

転移［長万部・小樽間］
・将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所による推計）



【区間別輸送密度】

2018年度
（平成30年度）

2030年度
（令和12年度）

2040年度
（令和22年度）

2060年度
（令和42年度）

函館～長万部 685 850 691 431

函館～新函館北斗 4,261 5,592 4,640 2,963

新函館北斗～長万部 191 195 146 81

7

旅客流動調査・将来需要予測の結果（輸送密度）

2030年度以降の推計に当たって加味した要素
・将来人口の推移
・新幹線開業に伴う新幹線からの乗換［函館～新函館北斗］
・特急列車から在来線への転移［函館～長万部］

(単位：人/日･km)

（2030年度(新幹線開業後)） （2060年度）（2018年度）
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【第三セクター鉄道の場合（函館～長万部）】 (単位：億円)

初期投資 2030年度 2040年度 2050年度 30年累計

収入 － 48.9 47.4 46.0 1,403.2

費用 317.3 67.7 67.7 67.7 2,347.4

収支 ▲ 317.3 ▲ 18.8 ▲ 20.3 ▲ 21.7 ▲ 944.2

収支予測調査の結果（①第三セクター鉄道調査）

・JR譲渡試算（土地・建物・鉄道資産） 180.0億円
・車両（30両（新車4両）) 62.7億円
・その他施設等(駅施設、保守用機器) 26.4億円
・大規模改修費用(橋・トンネル等) 23.0億円
・開業準備費(会社設立費、人件費等) 25.1億円

・運輸収入 8.5億円
・線路使用料収入 40.4億円

・営業経費 67.7億円
（人件費、線路保存費、電路保存費、

車両保存費、運転費など）

初期投資 単年度収支(2030年度)
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※ 減価償却費は考慮していない。



【バス転換の場合（函館～長万部）】 (単位：億円)

初期投資 2030年度 2040年度 2050年度 30年累計

収入 － 8.4 7.0 5.7 193.4

費用 36.6 10.9 8.9 8.9 323.8

収支 ▲ 36.6 ▲ 2.5 ▲ 2.0 ▲ 3.2 ▲ 130.4

9

収支予測調査の結果（②バス転換調査）

・車両購入費（101台） 30.3億円
・営業所整備費（改修） 5.2億円
・開業費等 1.1億円

・運輸収入 8.4億円

・営業経費 10.9億円
（人件費、車両償却費、運転費など）

初期投資 単年度収支(2030年度)
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※国・道の補助（地域間幹線系統補助等）、減価償却費は考慮していない。



バ ス に よ る 運 行

10

収支予測調査の結果（①第三セクター鉄道調査＋②バス転換調査）

※ 減価償却費は考慮していない。

※ 国・道の補助（地域間幹線系統補助等）、減価償却費は考慮していない。

第三セクター鉄道運行
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【バス転換の場合（新函館北斗～長万部）】 (単位：億円)

初期投資 2030年度 2040年度 2050年度 30年累計

収入 － 1.5 1.2 1.0 32.9

費用 12.9 3.6 3.3 3.3 114.2

収支 ▲ 12.9 ▲ 2.1 ▲ 2.1 ▲ 2.3 ▲ 81.2

【第三セクター鉄道の場合（函館～新函館北斗）】 (単位：億円)

初期投資 2030年度 2040年度 2050年度 30年累計

収入 － 15.4 14.1 12.9 408.1

費用 148.0 24.8 24.8 24.8 892.3

収支 ▲ 148.0 ▲ 9.4 ▲ 10.7 ▲ 11.9 ▲ 484.2

・JR譲渡資産（土地・建物） 102.2億円
・車両（15両) 23.4億円
・その他施設等(駅施設、保守用機器) 4.0億円
・大規模改修費用(橋・トンネル等) 2.8億円
・開業準備費(会社設立費、人件費等) 15.6億円

初期投資：鉄道運行

・車両購入費（34台） 10.2億円
・営業所整備費（改修） 2.2億円
・開業費等 0.5億円

初期投資：バス運行



(単位：億円)

初期投資
単年度収支

30年累計
2030年度 2040年度 留意事項

第三セクター鉄道

収入 － 48.9 47.4 1,403.2

費用 317.3 67.7 67.7 2,347.4

収支 ▲ 317.3 ▲ 18.8 ▲ 20.3 ▲ 944.2

バス運行

収入 － 8.4 7.0 193.4
国･道からの補
助制度があるが、
考慮していない
数字。

費用 36.6 10.9 8.9 323.8

収支 ▲ 36.6 ▲ 2.5 ▲ 2.0 ▲ 130.4

第三セクター鉄道
(函館･新函館北斗間)

＋
バス運行

(新函館北斗･長万部間)

収入 － 16.9 15.3 441.0
国･道からの補
助制度があるが、
考慮していない
数字。
（バス運行）

費用 160.9 28.4 28.1 1,006.5

収支 ▲ 160.9 ▲ 11.5 ▲ 12.8 ▲ 565.4

収支予測調査の結果（③ 交通モードの比較）

○ 「函館・長万部間を第三セクター鉄道として運行」した場合、「函館・長万部間をバス運行」した場合、
「函館・新函館北斗間を第三セクター鉄道として運行し、新函館北斗・長万部間をバス運行」した場合の
３パターンについて整理した。

11
※ 四捨五入の関係で、計算が一致しない場合がある。
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函館線（函館・長万部間）の今後の方向性の検討

デ
メ
リ
ッ
ト

・将来にわたる地域負担

・ＪＲからの資産譲渡などの初期投資（車両基地
等）・経費増が不可避

・経営維持のため、運賃増額の可能性
（住民の負担増、バスへの転移の可能性）

・人口減少に伴う利用者の減少

メ
リ
ッ
ト

・移動時間の増

・運賃負担増加の可能性

・函館・新函館北斗間のピーク時の需要への対応

・新函館北斗駅での新幹線との接続の対応

・バス運転手の不足

・現状の輸送力、利便性、速達性の確保

・地域に密着した運営、観光への活用ができる
可能性

・柔軟な路線・運行本数・ダイヤの設定による
利便性の向上

・鉄道に比べて地域負担が少なく、
さらに国庫補助等による地域負担の軽減の可能性

・鉄道廃線跡の活用の可能性

鉄道存続 バス転換



バス転換の場合の課題（ＪＲの最大輸送区間）
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【ＪＲ 函館・新函館北斗間 時間帯別の最大輸送量】
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(単位：人)

※ＪＲ北海道による平成３０年特定日調査から作成


